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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人

表面化学分析技術国際標準化委員会（JSCA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原

案を添えて日本産業規格を改正すべきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣

が改正した日本産業規格である。これによって，JIS K 0155:2018 は改正され，この規格に置き換えられ

た。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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序文 

この規格は，2022 年に第 2 版として発行された ISO 17862 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

二次イオン質量分析法（SIMS）を用いた材料の定量分析では，スペクトル強度を測定している。二次イ

オン質量分析装置（以下，装置という。）の強度軸には非線形性が存在するため，この非線形性を補正しな

い限り，表面分析及び深さ方向分析によって求められた物質の相対量は，強度軸の非線形性に由来する誤

差を伴う。一般的には，極低計数率，又はより正確には，パルス当たりのカウントが低い場合には，強度

軸は線形であるが，計数率が高くなることに伴って，徐々に非線形になる。強度の測定は，計測した強度

に比例した信号を発する計測システムに依存している。計数システムでは，計測したカウントとカウント

信号を介して得た強度とには比例関係があることが求められる。この比例関係が信号レベル又は計数率に

よって変化する場合，計測システムは非線形であるという。1 %未満の非線形性が重大な問題として扱わ

れることはほとんどない。最大許容計数率の 5 %を超える計数率に対しては，強度軸の非線形性が 1 %を

超える場合がある[1]。多くの装置において検出システムが正しく設定されていれば，非線形的な挙動が月

ごとに大きく変わることはない。このような装置では，適切な関係式を用いて計数率を補正することが可

能であり，取得可能な最大計数率に対する線形となる強度を大幅に拡張することが可能となる。この強度

軸に対する補正は，装置のデータ取得又はデータ処理に用いるコンピュータに既に導入されている場合も

あれば，そうでない場合もある。この規格では，マイクロチャンネルプレート（MCP）検出器，又はシン

チレータ及び光電子増倍管から構成される検出器に到達した二次イオンの信号を二値化し，時間デジタル

変換器で計数するシステムにおいて生じる，数え落とし強度に対する簡易な線形性の試験方法について規

定している。この試験方法の妥当性が確認された場合は，適切な装置に対して補正することで線形性をも

つ強度軸の範囲を最大で 50 倍を超えるまで拡張可能である。装置によっては，非線形性を予測すること

も，式を単純な関係で記載することも不可能なものがある。このような装置に関しては，この規格を適用

することで，非線形性の程度を測定し，線形性からのかい（乖）離許容限界までの最大計数率を定義する

ことが可能となる。場合によっては，装置の設定を調整することで状態が改善され，必要な補正が有効に

なることがある。線形性からのかい（乖）離の管理限界は，実施する分析に応じて分析者が適切に設定す

る。 


